



































　Graph 1 は、1956 年から 2010 年に至る新聞発行部数と世帯あたり発行部数の推移を示したものである。
　これによると、30 年以上にわたって 1.2 ～ 1.3 の間で推移してきた世帯あたり発行部数は、1990 年前後から減少
傾向に転じ、2008 年に 1 を割り込んだ後も、落ち込み続けている。
　一方、増加傾向にあった新聞発行部数も、1990 年代後半にピークを迎えた後、ゆっくりと減少しつつある。こ
うした動きは何によってもたらされたのか、発行形態別新聞総発行部数寄与率 3 の推移から見ていく。









　はじめに、自宅からの通学者（以下、自宅生）の内 6、新聞を購読している家庭から通うのは 249 人であった。この内、
新聞をニュースメディアとして利用しているのは 142 人（57%，新聞利用率）であった。ここから、大学生を持つ
家庭の 81.1％～ 89.1％で新聞を購読しており（信頼率 95％）、そうした家庭で暮らす学生の 50.8％～ 63.1％は、ニ
ュースメディアとしての新聞を利用していると推測される（信頼率 95％）。
　新聞を購読している家庭から通う自宅生（以下、自宅生 _A）の新聞利用率が 5 割から 6 割程度という推計結果は、
「新聞をよく利用している」とは言い難い数値である。しかしながら、新聞を購読していない家庭から通う自宅生























　表 1 は、a から d で示す 4 つのメディアについて、「自宅生 _A」と「自宅生 _B」の利用率を示したものであり、
両者のメディア利用率に差異が認められない場合を「−」、5％有意水準で認められる場合を「※」、1％有意水準で
認められる場合を「※※」によって表している 7。これによると、新聞を除くメディアの利用率に有意な差異があ





















の平均的な定期購読費用を適切だと考えているのはせいぜい 7％ 9 ほどで、少なくとも 15％ 10 の学生は新聞を購読
する意思を持たない。
Graph 4 適切だと考える 1 か月あたり新聞購読費用
　上記の結果から導き出される全体の需要曲線を示したのが Graph 5 である。現在の平均的な定期購読費用では、











9　上側信頼限界 7.3％、下側信頼限界 3.3％、信頼率 95％、全学生対象










3 と表 4 である。これによると、グループ A のパソコン、および、モバイル端末の利用状況に、居住属性に基づく
有意な差異は認められない 15。また、ニュースメディアとしてインターネットを利用する学生の 64.5% ～ 74.9％は、
パソコンとモバイル端末の両方を使ってインターネットにアクセスしていると推測される。
表 3　インターネット接続端末（グループ A）
　一方、表 4 は、グループ B のインターネット接続端末使用状況を表したものである。パソコンとモバイル端末
の利用状況に、居住属性に基づく差異がないとは言えないが、少なくとも、モバイル端末の利用率に、居住属性に
基づく差異は認められない。
−
11　χ２検定およびフィッシャーの正確確率検定による。差異の有無に関する表記方法は表 1 と同様。
12　χ２検定による。差異の有無に関する表記方法は表 1 と同様。
13　いずれも有意水準 1％
14　複数選択方式
15　いずれも有意水準 5％
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表 4　インターネット接続端末（グループ B）
　これまで述べてきたように、メディアの利用には様々なコストが必要となる。自宅生であるか、ひとり暮らしで
あるかによって生じる様々な差異の中で、学生の消費行動に多大な影響力を持つと考えられる経済的制約によって、
メディアを利用するための環境が整えられず、その利用が制限されることは多い。インターネットの場合も、利用
に様々なコストがかかるという点では他のメディアと同様だが、それを利用するための環境、すなわちインターネ
ット接続端末の使用状況に、居住属性に基づく大きな差異は認められない。つまり経済的制約の存在を圧してまで
環境を整えているわけで、それはすなわち、大学生にとって、インターネットはそれだけ重要なツールである証左
と解釈することもできる。
Graph 7　新聞と比較してインターネットのニュースサイトが優れている点
　ただ、それだけ重視しながら、学生は必ずしもニュースサイトの情報を信頼しているわけでないように思われる。
Graph 7 によると、新聞と比較して評価しているのは、速報性と無料であるという点で、信頼性を評価しているの
は数パーセントに過ぎない。
　また様々な新聞社の関連記事を読んだり、論調の比較を行ったりすることが容易であることから、ひとつの事項
を様々な視点から眺め、多角的な視点を養うことができるという点を評価する声がしばしば聞かれる。しかしなが
ら今回の調査に限ってみれば、ニュースメディアとしてインターネットを利用している学生であっても、そうした
面を評価するのは 2 割ほどに過ぎない。
　だが、ニュースメディアの将来について尋ねる設問に対する回答の中には、インターネット上の情報に欠ける信
頼性を補完する存在として新聞に期待する意見も見られた。信頼性より速報性や費用を重視する一方、そうした流
れに疑問を持っている様子が見受けられる。この点に関しては、今後、より深い検証を行っていきたいと考える。
Group B
Group A
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４．おわりに
　本調査を見る限り、少なくとも大学生に関しては、ニュースメディアとしての新聞の時代は終わりつつあるよう
に読み取れる。そして、大学生にとって重要なニュースメディアは新聞に代わってインターネットであるという、
一般に言われてきた傾向も裏付けられた。この流れは、大学生に限らずいずれ社会全体のものになるだろうし、既
になりつつあるとも言える。
　ただし、本文中にもある通り、新聞への接触が少ないからといって大学生の社会への関心やニュースへの欲求が
低下したとは解釈できない。なぜなら、本調査からは、別のニュースツールを使ってニュースにアクセスしている
大学生像が浮かび上がったからである。
　新聞離れは購読費など経済的な要因も大きいが、それ以外にどのような要因があるのかについても考える必要が
ある。例えば、大学生はニュースメディアとしてどんな優位性をインターネットに認めているのか、新聞を利用す
るメリットへの認識はあるのか、などが今後の研究課題である。
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